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リーフ上の護岸越波量を算定しようとするとき，その手法にいくつかの方法が存在する．その内の一つ

は，リーフ上の護岸位置における堤前波を求め，それから換算沖波波高を求めて，一様斜面海岸上の護岸

を対象として提案されている合田の越波量算定図表を読み取るという手法である．この手法の問題点は，

すでに仲座ら（2016）によって指摘されている．本研究は，リーフ上の護岸越波量の算定手法を提案して

いる宮国らの手法を取り入れた算定例を示すと共に，その精度の検討を行っている．その結果，宮国らの

算定手法は，合田の越波量算定図表が適用可能であるという前提に立ったものであり，その前提条件が検

証されていないこと，算定値が実験値よりもかなり低くなる可能性を示している． 
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1. はじめに 

 

合田は，不規則波を対象として，一様斜面海岸に設置

される直立護岸に対する越波量の算定図表を与えた1)．

それ以来，日本国の実務設計ではその算定図表が一般に

用いられている．リーフ海岸の場合であっても，リーフ

先端よりも沖側に対しては，合田の越波量算定図表が適

用できる．しかしながら，リーフ上に設置される護岸を

対象とするとき，合田の越波量算定図表には考慮されて

いないリーフ上の波の変形が存在することになり，直接

合田の越波量算定図表を参照することができない． 

こうした問題点は，リーフ海岸のみでなく，砕波帯内

で平面的な波の変形が大きい場合，あるいは一様断面と

見なせないような海底地形条件に対しても同様である．

このような場合，通常取られてきたのが，仲座ら2)が議

論しているように、堤前波に対する換算沖波波高の算出

を経て合田の算定図表を読み取るという方法である．し

かしながら，その方法は，大幅な過小評価となる可能性

のあることが示されている． 

宮国ら3)は，リーフ上に設置される直立護岸に対する

越波量を算定するに当たって，設計潮位を次のように変

更しなければならないことを示している． 

  3/1LHahHHWLSWL             (1) 

ここに， SWL は設計潮位， HHWL は既往最大潮位，

h 及び   3/1LH はそれぞれリーフ上の水位上昇量及びサ

ーフビートの有義波高，a は係数である．宮国らは，係

数 a について 7.0 程度として与えることを推奨している． 

 宮国らは，潮位を式(1)で与えた上で，リーフ上の

個々波の有義波高に対する換算沖波波高を求め，それら

に対して，合田の越波量算定図表を読み取るという方法

を提案している．その妥当性は1/100スケールで行われ

た実験結果との比較で議論されている． 

 しかしながら，その妥当性の検証は，合田の越波量算

定図表が正しいものであるとする前提条件によっている．

一般に，リーフ上の個々波の波高は水位上昇量を加味し

たリーフ上の水深で規定され，その1～2割程度の値とし

て与えられる．その結果，合田の越波量算定図表の相対

水深（横軸）は，大方 4/ oHh の範囲となる．このこ

とは，算定図表の利用に当たって合田が注意を促してい

た範囲，あるいはヨーロッパにおける実験データが過小

評価となっていることを指摘していた範囲に当たる2)．

すなわち，宮国ら3)や平山ら4)が提案するリーフ上の護岸

越波量の算定根拠の前提として拠っていた合田の越波量

算定図表の正しさが揺らぐ範囲に当たる． 

 宮国ら3)や平山ら4)が，実験データとの比較でその妥当

性を示してきたことは，合田の越波量算定図表が妥当な

ものであるとの前提に立ってのことである．しかしなが

ら，机上計算されるリーフ上の（堤前面の）水位上昇量

や個々波の波高に拠って越波量の水理実験を行い，その

結果を宮国らや平山らの算定手法による越波量と比較す

るとき，それらが一致した値となるかどうかについては

一切の検証もされていない．本研究では，そのことの検

証を試みる．宮国らや平山らの実験では，1/100～1/50程

度の小スケールでの実験となっているが，本研究では，

1/5の大スケールでの実験結果を用い，それらのことの

妥当性の有無について検討を行う． 
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2. 具体的計算事例 
 

 リーフ上で波を実際に観測してみると，そのデータに

は必ずといっていいほど顕著なサーフビート（surf beat）

現象が観測される．その周期は50sから数分のオーダー

に亘る．観測データからその成分を取り除くと，10s程

度で振動する波の成分が残る．この10s程度の振動を示

す波の成分は，個々波（individual wave）あるいは短周期

波（shortperiod wave）と呼ばれる． 

以下の議論においては，リーフ沖の換算沖波波高及び

周期，静水深，海底勾配として次なる諸元を設定する． 

換算沖波波高： mHo 4.7           (2) 

沖波周期： sT 1.12                (3)  

リーフ上静水深：
m

GLHHWLh

0.3

)2.1(8.1




    (4) 

リーフ先端前面の海底勾配： 10/1                  (5) 

さらに，リーフ上の波の変形及び水位上昇量などが，次

のように与えられている場合を想定する． 

堤前面波高： mH 4.1              (6) 

堤前面水位上昇量： mh 1.1           (7) 

堤前面水深：
m

GLhHHWLh

4.3)5.0(1.18.1 


       (8) 

入射側一様水深：
m

hGLHHWLh

1.41.1)2.1(8.1 


       (9) 

堤前面の海底勾配： 30/1                     (10) 

以上のような諸元に対して，サーフビートの波高及び

個々波の波高が，次のように設定される． 

重複サーフビート波高：
 

m

cmHH oL

9.04.78.02

8.02

2

2
max




      

        (11) 

重複サーフビート有義波高：     mHH LL 9.0max3/1     

           (12) 

個々波の波高：
 

m

HHH Ls

1.19.04.1

)(

22

2
3/1

2
3/13/1




        (13) 

ここで，リーフ沖の浅水係数には 0.1sK を用いている．

また，式（11）は，仲座ら5)を参照し，リーフ先端から

リーフ奥に伝播する入射サーフビートの波高をリーフ沖

の入射波高から推定している．さらに，式（13）は，長

周期波と短周期波とのエネルギー合成がリーフ上の波の

エネルギーに対応するとの仮定に基づいている． 

設定条件に対して，入射側水深に対する浅水係数は

4.1sK と近似されるため，リーフ上の個々波に対する

換算沖波波高は，次のように与えられる． 

換算沖波波高： mHo 8.0               (14) 

これより，試算する護岸に対して，単位幅当たりの許容

越波量を smq /01.0 2 と与えて，次なる計算値を得る． 

33
102.32/ oHgq ， 8.3/ oHh             (15) 

以上を基に，合田の算定図表（ 012.0/  oo LH ）から，

次なる量が与えられる． 

8.0/ oc Hh ， mhc 6.0                         (16) 

これらの値より，必要な天端高として以下を得る． 

  mhHahHHWLH cLc 1.43/1                    (17) 

一方，堤前波高 mH 4.1 を基に，換算沖波波高を求

め（ mHo 0.1 ），合田の算定図表（ 012.0/  oo LH ）

から，次なる値が与えられる． 

9.0/ oc Hh ， mhc 9.0                                (18) 

よって， 

mhhHHWLH cc 8.3                   (19) 

 式（17）と式（19）で与える結果とには30cmほどの相

違がある．いずれの場合も，護岸高と入射波高との比は

6～8割程度であり，越流状態の越波が心配される． 

 実際，1/5スケールによる実験結果は，式（6）～（8）

の諸元， mhc 4.1 ，直立消波付き条件に対して，平均

越波量は許容越波量 smq /01.0 2 を越えている． 

 

3. おわりに 
 

リーフ上の護岸越波量算定に対し，リーフ上の堤前波

に基づく換算沖波を用いた手法，宮国らの手法の何れも

1/5スケールの実験による越波量と比較し，かなりの過

小評価となった．その主要因は，合田の図表が今回のよ

うな適用範囲に対して過小評価を与えていること，宮国

らの場合，小スケールの実験による誤差にあると判断さ

れる．大スケールの実験結果を基にした，精度良い評価

法の提案が喫緊の課題といえる． 
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